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１．農業の６次産業化
（１）７割が価格決定権確保のため６次産業化に取り組む。一方で、６割が営業・販路開

拓に関するノウハウや人材が不足
６次産業化に取り組む農業者の７割が、価格決定権の確保のために取り組んでいることが

明らかとなった。
また、６次産業化によって生産者が収益向上のため新たな販路開拓に積極的に取り組もう

とはしているものの、そのための人材やノウハウが不足していることが浮き彫りとなった。

（２）６次産業化に高い売上高増加効果。従業員給与等を通じて地域経済に貢献
公庫資金を利用する前と３年後の売上高増加率を比較したところ、６次産業化に「取り組ん

でいる」経営の方が６次産業化に「取り組んでいない」経営に比べ高まる傾向となった。
従業員給与等の増加率でも、６次産業化に「取り組んでいる」経営の方が「取り組んでいな

い」経営に比べ高まる傾向となり、６次産業化が雇用増大を通じて地域経済に貢献している
ことが明らかとなった。

２．女性活躍の推進
（１）女性役員・管理職がいる経営ほど売上・収益力が高まる傾向

公庫資金を利用する前と３年後の売上高増加率と売上高経常利益率を比較したところ、女
性の役員・管理職が「いる」経営の方が「いない」経営に比べ両指標ともに高まる傾向となった。

（２）農業分野は短時間勤務制度など育児・介護の支援となる職場環境づくりに課題
短時間勤務や残業の免除など女性の仕事と育児・介護の両立支援に関する農業者の取り

組み状況は、一般の中小企業を大きく下回る結果となった。農業経営において「女性が働き
やすい職場環境づくり」のため、より具体的な対応策が必要と考えられる。

３．農産物輸出
（１）１割が農産物輸出に取り組み、３割弱が輸出に意欲。売上に占める農産物輸出の割

合は「１％未満」が７割
１割が輸出に取り組んでおり、３割弱が輸出に意欲を示していることが明らかとなった。し

かし、売上に占める輸出の割合は、「１％未満」が７割を占め、極めて低い水準に留まった。

（２）今後展開していきたい地域として大中華圏市場に強い期待。輸出規制や検疫制度、
貿易実務対応に課題
農産物輸出の対象地域は、香港、台湾、米国、中国が上位に挙がった。今後展開したい地

域はこれらに加えシンガポールが挙げられ、いわゆる大中華圏市場に対する強い期待をうか
がわせる結果となった。
農産物輸出にあたっては、輸出規制・検疫制度と貿易実務対応が今後の課題と考える経

営者が多く、輸出へのハードルの高さが浮き彫りになった。
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日本政策金融公庫 農林水産事業本部 情報戦略部 電話03-3270-2397
〈調査に関するお問い合わせ〉

調査結果の詳細 http://www.jfc.go.jp/n/findings/investigate.html


